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豊田市協会公社等運営費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号。以下｢規則｣とい

う。）に定めるもののほか、協会公社等に対する補助金の交付に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において「協会公社等」とは、次の各号のいずれかに該当する法人をいう。 

（１）基本金又はこれに準ずるものに対する豊田市の出資又は出捐の割合が２５％以上である法

人 

（２）基本金又はこれに準ずるものに対する豊田市の出資又は出捐の割合が２５％未満である法

人のうち、市による損失補償の実施等の理由で市議会に対して経営状況報告を実施しているもの 

（３）豊田市の事務事業と密接に関連した業務を実施し、かつ、市が主導的役割を果たすべき法人 

（補助金の交付目的） 

第３条 この補助金は、補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）が公益を目的とする事

業を推進するために必要な経費を補助し、その運営体制の充実及び住民福祉の向上を図ることを目

的とする。 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は、協会公社等のうち別表に掲げる法人とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下｢補助対象経費｣という。）は、次に掲げるものとする。 

（１）補助事業者の業務に従事する職員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣

等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第２条の規定に基づき豊田市が派遣した職員

の社会保険等事業主負担金 

（２）補助事業者が雇用する正規職員の年間実給与支給額、退職給付引当資産取得経費及び

社会保険等事業主負担金 

（３）補助事業者が雇用する特定業務職員の年間給与実支給額、退職給付引当資産取得経費

及び社会保険等事業主負担金 

（４）補助事業者が雇用する限定職員及び臨時職員の賃金、通勤費、奨励金及び社会保険等

事業主負担金 

（補助金額） 

第６条 補助金の額は、前条に掲げる補助対象経費を補助基準額とし、補助事業者の財務状況及

び事業計画等を考慮した上で、毎年度予算の範囲内において定める。 

２ 前条に規定する補助対象経費のうち、収益事業への従事に係る経費がある場合は、市⾧が補助

対象経費として認めたものを除き、補助金額から控除するものとする。 

（補助申請の期日） 

第７条 規則第４条に定める交付申請は、毎年度４月５日までに行わなければならない。 

（交付の方法） 

第８条 補助金は、概算払により、年４回に分けて交付するものとする。 
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（準用） 

第９条 第３条の目的をもって地方公営企業会計から交付される補助金にあっては、豊田市補助金

等交付規則の規定を準用する。この場合において、「市⾧」とあるのは、「事業管理者」と読み替える

ものとする。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市⾧が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前にこの要綱の規定に

基づき、交付申請がなされた補助金に関しては、同日後も、なお効力を有する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

補助事業者一覧 

団体名 市所管課 

（１） 公益財団法人豊田市国際交流協会 地域活躍部多様性社会共創課 

（２） 公益社団法人豊田市シルバー人材センター 産業部産業人材活躍課 

（３） 社会福祉法人豊田市社会福祉協議会 福祉部よりそい支援課 

（４） 社会福祉法人豊田市福祉事業団 福祉部障がい福祉課 

（５） 公益財団法人豊田都市交通研究所 都市整備部交通政策課 

（６） 一般財団法人豊田市水道サービス協会 上下水道局総務課 

（７） 公益財団法人豊田市学校給食協会 教育部保健給食課 

（８） 公益財団法人豊田市文化振興財団 魅力創造部文化振興課 

（９） 公益財団法人豊田市スポーツ協会 魅力創造部スポーツ振興課 

（10） 豊田市土地開発公社 総務部用地審査課 

 

備 考  

補助事業者が一般財団法人豊田市水道サービス協会の場合においては、第６条第２項及び第

１０条中「市⾧」とあるのは「事業管理者」と読み替えるものとする。 


